
要求公表・予算案公表

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　繰入金　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

事業番号 08 06 14 事業改善シート （25年度実施事業分）　　■予算要求　　□予算案　　　□点検

事　業　名
農村活性化支援事業

（山村等振興対策事業、農村活性化復興支援事業） 担
当
課

部局 農政部

◆元気ある地域づくりの促進　◆移住・交流の推進 実施期間 Ｈ１１ ～

課・室 農村振興課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
2-1　魅力ある地域の創造と発信

県が関与
する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　 【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である　　山村振興法、農山漁村の活
性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律　長野県食と農業農村振興計画、東日本大震災復
興特別区域法、栄村震災復興計画□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿
都市農村交流等の施設整備や地域コミュニティの強化・都市住民との交流を増大し、地域に存在する多様な資源を活用した高付加価
値農業、農業所得の増大、就業機会の創出などを通じて、農村地域の活性化を目指す。
また、「長野県北部の地震」により被災した農業関連施設の整備を図るとともに、６次産業化を促進し、栄村の活性化を目指す。

現状

農村人口の減少・高齢化が進み、担い手不足や農村コミュニティが脆弱化し、共同活動の低下や農村文化の保存や継承も困難になり
つつある。一方で都市住民の農村への関心が高まっている状況もあることから、地域間交流を促進することで、コミュニティを強化し農村
地域での住民が主体となった活性化が必要となっている。
また、長野県北部の地震により、農村女性等が活動の拠点していた販売施設が全壊したことにより、農業者の生産意欲の減退やコミュニ
ティの維持が危惧されている。

２　元気創出農村支援事業 補助金
農村集落の住民が主体となって、都市住民との交流
を通じた農業生産活動など、地域の実情に即した取
組に対する支援（10地区）

0 1,750

（予算案）

１　山村等振興対策事業交付金
補助・
交付金

地域資源を活用した直売所・農村レストラン等整備の
実施設計書の作成支援（１ヵ所）

93,079 7,500

項目 実施方法 H25実施内容
H24 H25

（当初） （要求）

４　農村活性化復興支援事業 補助金
被災した加工・販売施設の整備の実施設計及び土地
造成の支援（１ヵ所）

0 19,729

３　全国山村振興連盟負担金 負担金
振興山村地域の振興に関する国への提案・意見交換
等を実施

45 45

５　経常経費 直接 山村振興等の推進に要する経費 1,042 390

合計 94,166 29,414 0

成果目標・
事業内容

・直売施設や体験交流施設等の農村活性化を図る施設整備を、市町村の要望に応じて支援する。
・農村コミュニティを維持するため、県下10地区において農村住民が主体的に都市農村交流などに取り組むための計画・立案または
活動の支援をする。
・被災した販売施設を６次産業化の拠点とする加工販売施設整備を支援する。

（単位：千円）　

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25要求 25予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越 90,026 Ｈ２５ H26
目標

補正予算 -77,412

当初予算 133,795 147,518 94,166
項目

現況
（見込）29,414 目標 成果 達成状況

-121,651

合計（A) 146,409 25,867 94,166 29,414 0

活性化施設
の整備

１ヵ所 ２ヵ所

Aの
財源

145,868 25,389 93,575 27,399 農村コミュ
ニティ支援

－ 10地区

541 478 591 265 0

1,750

11,561 0

概　算
人件費

1.40 1.40 1.40 1.40

11,644

146,343 25,828

0

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 157,987 37,389 105,727 40,975

11,561 11,561

mailto:noson@pref.nagano.lg.jp

